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愛媛大学は，第3期中期目標期間（2016（平
成28）年度から2021（平成33）年度）におけ
る機能強化の方向性として，「『輝く個性で地域
を動かし世界とつながる大学』を創造すること
を理念に，地域を牽引し，グローバルな視野で
社会に貢献する教育・研究・社会活動を展開す
る」という「ビジョン」を掲げ，その「ビジョ
ン」を達成するための3つの「戦略」とそれぞ
れの「戦略」についての具体的な「取組」を設
定している。そのうち「戦略1 地域の持続的
発展を支える人材育成の推進」で「重要度の高
い評価指標」のひとつとして「地域志向性：卒
業生の県内就職率」を掲げ，「全ての学部にお
いて学生の地域志向性を高めるため，愛媛県内
への就職や定住を促す教育プログラムの開講や
キャリア形成支援を充実させ，県内就職率を
50％以上にする。これにより，県内からの進学
率が約43％（平成26年度）に対して県内就職
率は約38％（平成26年度）と正味の人口流出
となっている状況を改善し，1）県内の優れた労

働人口の増加に貢献する」としている（引用は
「愛媛大学の VISION」https://www.ehime-u.ac.jp/
overview/vision/から。下線は引用者）。
また，愛媛大学は，2013（平成25）年度から

始まった「地（知）の拠点整備事業（COC）」
のうち2014（平成26）年度に「地域の未来をス
テークホルダーと共に創る実践的人材の育成」
が採択され，2）2015（平成27）年度から始まっ

＊社会連携推進機構
Institute for Collaborative Relations, Ehime University
筆者は現在 COC＋推進コーディネーターとして COC
＋事業に関わっている（2015（平成27）年度・2016
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1）厳密に言えば平成26年度の県内進学率と対応させ
るべき県内就職率は同年度の入学者が卒業する4年
後もしくは6年後（医学科。本稿では簡単化のため
に本学の在学年数は4年として試算する）のそれで
あり，県内進学率が毎年度同一でなければこの比較
は意味をもたない。つまり，第3期中期目標期間
（2016（平成28）年度から2021（平成33）年度）で
みれば，2013（平成25）年度県内進学率と2016（平
成28）年度県内就職率，2014（平成26年）度県内進
学率と2017（平成29）年度県内就職率，2015（平成
27）年度県内進学率と2018（平成30）年度県内就職
率，2016（平成28）年度県内進学率と2019（平成31）
年度県内就職率，2017（平成29）年度県内進学率と
2020（平成32）年度県内就職率，2018（平成30）年
度県内進学率と2021（平成33）年度県内就職率，と
をそれぞれ対応させる必要がある。
2）COCとは Center Of Communityの略で，「大学等が
自治体と連携し，全学的に地域を志向した教育・研
究・社会貢献を進める大学等を支援することで，課
題解決に資する様々な人材や情報・技術が集まる，
地域コミュニティの中核的存在としての大学の機能
強化を図ることを目的」としている。平成25年度に
ついては採択52件（申請319件），平成26年度につ
いては採択25件（申請237件）であった。詳しくは
パンフレット参照（平成25年度：http://www.mext.go.
jp/a_menu/koutou/kaikaku/coc/1346066.htm，平成26年
度：http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/coc/
1358201.htm）。
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たその後継事業「地（知）の拠点大学による地
域創生推進事業（COC＋）」に「地域の未来創
生に向けた“愛”ある愛媛の魅力発見プロジェ
クト」（愛媛大学，今治明徳短期大学，聖カタ
リナ大学，聖カタリナ大学短期大学部，松山東
雲女子大学，松山東雲短期大学の共同申請）が
採択された。3）とくに「地（知）の拠点大学に
よる地域創生推進事業（COC＋）」においては
地域の雇用創出や県内就職率などを数値目標に
設定しており，4）そのうち県内就職率のそれは
2019（平成31）年度49．9％である。2014（平
成26）年度の県内就職者数527人（県内就職
率37．7％）から170人増やし697人にするこ
とで実現できる数値である（表0－1）。
このように愛媛大学は「県内就職率を50％

以上にする」目標を達成するためにすでにいく
つかの取組を実施している。

⑴ 「地域志向キャリア形成センター」の設立
による就職ガイダンス参加者の増員と個別支
援の強化
2016（平成28）年6月に「地域志向キャリ
ア形成センター」を設置し，学生の就職支援を

強化した（同センターの事業に必要な経費は，
COC＋事業経費と学長戦略経費により措置）。
2016（平成28）年度入学生から自己の進路選
択と在学時の学びとを結びつけるために「キャ
リア形成ハンドブック」を全学必修科目「愛媛
学」6回目で配付・説明するとともに就職ガイ
ダンスを同時期に実施することにより参加者を
増加させ，その後のセミナーや学内行事への学
生の積極的な参加に繫がる環境を整備した。さ

3）「大学が地方公共団体や企業等と協働して，学生に
とって魅力ある就職先の創出をするとともに，その
地域が求める人材を養成するために必要な教育カリ
キュラムの改革を断行する大学の取組を支援するこ
とで，地方創生の中心となる「ひと」の地方への集
積を目的」としている。埼玉県，東京都，神奈川県，
愛知県，大阪府を除く道府県の取組42件が採択され
ている。詳しくはパンフレット参照（http://www.mext.
go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/coc/1378659.htm）。

4）「事業協働地域就職率」，「事業協働機関へのインタ
ーンシップ参加者数」，「事業協働機関からの寄附講
座数」，「事業協働機関雇用創出数」であり，6大学
全体で取り組む数値目標であるとともに，申請大学
である愛媛大学は最後の項目を除いて単独でも数値
目標を掲げている。「事業協働機関雇用創出数」とは
愛媛県内におけるベンチャーなど新規事業による雇
用によるものであり，COC＋申請時では県内就職者
増加分の10％としている。ちなみに，「事業協働地域
就職率」は平成26年度実績53．9％から平成31年度
63．9％に設定しており，42件のうち60％以上の数値
目標を掲げる7件のひとつである。ほかは，茨城大
学（茨城キリスト教大学，茨城県立医療大学，茨城
工業高等専門学校，常磐大学）の66．3％，共愛学園
前橋国際大学（高崎商科大学，上武大学，明治学院
大学）の60．0％，新潟大学（新潟県立大学，敬和学
園大学，事業創造大学院大学，長岡大学，新潟国際
情報大学，新潟青陵大学，新潟青陵大学短期大学部）
の66．7％，富山大学（富山県立大学，富山国際大学，
富山短期大学，富山福祉短期大学，富山高等専門学
校）の64．8％，鹿児島大学（鹿屋体育大学，鹿児島
国際大学，志學館大学，第一工業大学，鹿児島県立
短期大学，鹿児島女子短期大学，鹿児島工業高等専
門学校）の61．5％，琉球大学（名桜大学）の65．8％，
である。COC＋事業では事業終了時点の平成31年度
に「事業協働地域就職率」を10％上げる目標を設定
している（10％以下は，室蘭工業大学8％，秋田大
学9．9％，宇都宮大学9％，山梨大学8．3％，岐阜大
学8．4％，信州大学5％，神戸大学8．2％，鹿児島大
学7．5％の8件）。

就職希望者数 県内就職者数 県内就職率 県内就職率（目標）

２０１４（平成２６）年度 １，３９７ ５２７ ３７．７ －

２０１５（平成２７） １，３９０ ５５０ ３９．６ ４０．２

２０１６（平成２８） １，４２０ ５６８ ４０．０ ４２．６

２０１７（平成２９） － － － ４５．０

２０１８（平成３０） － － － ４７．５

２０１９（平成３１） － － － ４９．９

表0－1 COC＋における県内就職者数・就職率の数値目標
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らに，就職相談員を増員（キャリアアドバイザ
ーを1人から3人に増員，就職支援員を2人新
規採用）し個別支援を強化し，県内企業に関す
る情報提供や県内企業が研究できるセミナー等
を開催することにより，学生の県内企業への応
募促進を図ったほか，障がいのある学生からの
相談対応も可能となった。このほか，同センタ
ーにおいて，正課または正課外で実施する県内
事業所の情報収集や見学のための「県内事業所
研究のためのバス運行支援事業」を実施した
（2016（平成28）年度及び2017（平成29）年
度に各6件）。
⑵ 「愛媛県内就職・定住促進プログラム」の
実施
1年次対象の全学必修科目として「愛媛学」

を開講した。愛媛の企業や自治体の職員等が講
師を務めるこの授業では「地域の状況や課題を
理解する力」を身につけ「地域を活性化する方
策」を考察させるなど低学年次から地元企業を
意識した職業観を醸成する工夫を行った。この
ほか，1年次対象の全学必修科目「社会力入
門」，経済団体や企業等からの提供科目（「新聞
から学ぶ情報収集・伝達の方法」（愛媛新聞
社），「地域企業の再発見」（愛媛経済同友会・
愛媛銀行），「人はなぜ働くのか」（松山商工会
議所青年部））を，体系的なプログラムとして
実施した。
⑶ 「地域定着促進」特別奨学金の設立
2016（平成28）年度から，愛媛県内の企業
等に就職し，県内に定住する予定の「県外出身」
の学部学生を対象に，愛媛大学校友会からの資
金援助により，修学資金20万円を定員20人に
給付（条件付き）した。その際，申請書には，
地域活性化に貢献するための明確な目標（将来
への展望）や抱負を明記させることで就業意識
の向上を図った。

小稿は，これらの具体的取組の前提になり，
大学全体として考慮する必要があると思われる
大学を取り巻く状況についていくつかの資料を

分析し，数値目標達成の課題を抽出することを
目的としている。

1．18歳人口の推移と大学問題

1．1 概 要
出生数・出生率5）が経年低下し日本が縮む

と言われ，「地方消滅」も話題になった。6）厚生
労働省が発表した「人口動態統計（年間推計）」
によると，2016（平成28）年の出生数は98万
1，000人となり，統計をとり始めた1899（明治
32）年以降初めて100万人を下回った（http://
www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/suikei16/
index.html）。第一次ベビーブーム（いわゆる「団
塊の世代」で，1947（昭和22）年から1949（昭
和24）年生まれ）の最高時2，696，638人（1949
（昭和24）年），第二次ベビーブーム（1971（昭
和46）年から1974（昭和49）年生まれ）の最
高時2，091，983人と比べると減少数の大きさが
よくわかる。今後大学入学年齢（18歳人口7））
にあたる2001（平成13）年以降の出生数は120
万人を，2005（平成17）年には110万人を下
回っている。
ところで，2017（平成29）年度で大学数は

国立86，8）公立90，私立604，計780大学であ
り，今後18歳人口減少対策の一環で私立大学
の公立大学への転換が一定程度進む可能性があ
ると言われているが，ここ10年間の傾向でい

5）小稿では詳しい分析をしていない。
6）小稿では詳論するいとまがない。さしあたり，河野
（2007）を嚆矢に，地方消滅を最小限にとどめるため
に地方中核都市への「選択と集中」を主張する立場
（飯田他（2017），増田編著（2014），増田・冨山（2015））
と中山間地域の独自性を強調する立場（大江（2015），
小田切（2014），松永（2015），藻谷他（2014），山下
（2014））のほか人口減少問題を日本経済の要石と捉
える問題提起（河合（2017），吉川（2016））などを
参照。
7）各種統計で使用される「18歳人口」とは「（調査時
点）3年前の中学校卒業者および中等教育学校前期
課程修了者」を指す。また，進学率等を計算する際
の母数になる「18歳人口」も同様である。
8）学部を有しない総合研究大学院大学，北陸先端科
学技術大学院大学，奈良先端科学技術大学院大学，
政策研究大学院大学を含んでいる。
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えば，急増も急減もなく大きな変化はない（表
1－1－1）。この状況下で進行しているのが私立大
学の定員割れである。私立大学全体でここ11
年間の定員割れ大学の比率が平均42．7％と
なっており，この比率が大きくなる可能性があ
る（表1－1－2）。これに関連して文科省は東京
23区内の大学に通う学部生は約46万3千人
（うち私立大学は約43万6千人）と全国の約
18％を占めさらに増加すると予想し，他方で，
地方では定員割れに苦しむ私立大学も少なくな
い現状から，東京23区にある私立大学の学生

の定員増を今後認めない方針を公表している。9）

1．2 中四国の18歳人口予測
中四国各県の18歳人口は2016（平成28）年

から2027（平成39）年の12年間で，中国地区
7，365人・10．3％，四国地区5，706人・15．4％
減少する。全国の減少率12．4％を中国地区は
2．1ポイント下回り，四国地区は3．0ポイント
上回ると予想されている（表1－2）。
中国地区では2023（平成35）年に63，625人

まで減少し，一旦2025（平成37）年にかけ1，769

国立 公立 私立 合計

２００７（平成１９） ８７ ８９ ５８０ ７５６

２００８ ８６ ９０ ５８９ ７６５

２００９ ８６ ９２ ５９５ ７７３

２０１０ ８６ ９５ ５９７ ７７８

２０１１ ８６ ９５ ５９９ ７８０

２０１２ ８６ ９２ ６０５ ７８３

２０１３ ８６ ９０ ６０６ ７８２

２０１４ ８６ ９２ ６０３ ７８１

２０１５ ８６ ８９ ６０４ ７７９

２０１６ ８６ ９１ ６００ ７７７

２０１７（平成２９） ８６ ９０ ６０４ ７８０

大学数 比率

２００６（平成１８） ２２１ ４０．２

２００７ ２２２ ３９．０

２００８ ２６６ ４７．１

２００９ ２６５ ４６．５

２０１０ ２１８ ３８．３

２０１１ ２２３ ３９．０

２０１２ ２６４ ４５．８

２０１３ ２３２ ４０．３

２０１４ ２６５ ４５．８

２０１５ ２５０ ４３．２

２０１６（平成２８） ２５７ ４４．５

表1－1－1 大学数

（出所）文科省学校基本調査

表1－1－2 私立大学の定員割れ

（出所）日本私立学校振興・共済事業団資料
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人増加するが，以降は再び減少に転じる。減少
率が高いのは山口県（2016（平成28）年比較
13．6％），減少数が多いのは岡山県（2，508人）

である。
四国地区では2023（平成35）年に31，727人

まで減少し，翌年に649人増加するが，その後
は減少する。減少率は徳島県（18．7％），減少
数では愛媛県（2，007人）である。
中四国をまとめれば，減少率は徳島県，高知

県，愛媛県，山口県，岡山県，香川県，島根県，
鳥取県，広島県，減少数は広島県，岡山県，愛
媛県，山口県，香川県，島根県，鳥取県の順で
あり，愛媛県の減少率と減少数は中四国でも上
位であることを確認できる。
後述するように愛媛大学は中四国の国立大学

のなかで県内出身者率が高く，瀬戸内圏を中心
とした中四国の出身者が多い大学である。18
歳人口が減少していくなかで受験者・入学者の
確保のための大学広報や戦略とともに県内就職
率の向上策の位置づけについても検証が必要で
あろう。

9）大学の定員増は文科省の認可事項であり毎年3月
と6月に申請を受け付ける。2017（平成29）年3月
には東京23区内12私立大学が2018（平成30）年度
合計2，183人の定員増を申請した。文科省は東京23
区内の定員増を押さえる方針を閣議決定し（6月），
そのうえで大学設置認可に関する告示を改正し，す
でに校舎の新設を決めているなどの例外を除き23区
内の私立大学の定員増を認めないとしている。3月
申請分の2018（平成30）年度については文科省と私
立大学側との調整が不調に終わり，定員増は認めら
れた。東京23区内の定員抑制策にたいしては，学問
の自由や教育を受ける権利への制約を主張する日本
私立大学連盟と地方の人口流出を抑える策として有
効であるとする全国知事会との主張が対立している。
東京23区内の定員抑制策（新学部をつくる場合は既
存の学部を廃止するなど全体の定員が増えないよう
にすることを含む）の実現は早くても2019（平成31）
年度からになる。東京23区内の大学定員抑制策は，
COCや COC＋などの地方大学での専門人材育成支援
や地元就職者（率）向上支援，大企業の本社機能の
地方移転推進などとも関連している。

２０１６
（平成２８）

２０１７ ２０１８ ２０１９ ２０２０ ２０２１ ２０２２ ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６
２０２７

（平成３９）
２０１６－２０２７

中国地区
人数 ７１，５２８ ７０，００９ ６９，７４８ ７０，１９０ ６７，９２５ ６６，８６４ ６５，５７１ ６３，６２５ ６５，１０１ ６５，３９４ ６４，４８０ ６４，１６３ ７，３６５

割合 １００．０ ９７．９ ９７．５ ９８．１ ９５．０ ９３．５ ９１．７ ８９．０ ９１．０ ９１．４ ９０．１ ８９．７ １０．３

鳥取県
人数 ５，４２７ ５，４６５ ５，５０２ ５，３７９ ５，１９９ ５，２７５ ５，１１３ ４，９８８ ５，０１０ ５，００４ ４，７７３ ４，９０３ ５２４

割合 １００．０ １００．７ １０１．４ ９９．１ ９５．８ ９７．２ ９４．２ ９１．９ ９２．３ ９２．２ ８７．９ ９０．３ ９．７

島根県
人数 ６，５１７ ６，４３６ ６，４５４ ６，４８３ ６，２２３ ６，０２１ ６，０２４ ５，６６２ ６，０３０ ５，９３３ ５，７６０ ５，７５２ ７６５

割合 １００．０ ９８．８ ９９．０ ９９．５ ９５．５ ９２．４ ９２．４ ８６．９ ９２．５ ９１．０ ８８．４ ８８．３ １１．７

岡山県
人数 １９，１８９ １８，４７４ １８，６３６ １８，６４５ １８，１８０ １７，７１１ １７，２８９ １６，８１０ １７，０９６ １７，２４６ １６，９４４ １６，６８１ ２，５０８

割合 １００．０ ９６．３ ９７．１ ９７．２ ９４．７ ９２．３ ９０．１ ８７．６ ８９．１ ８９．９ ８８．３ ８６．９ １３．１

広島県
人数 ２７，２９７ ２６，７１０ ２６，５６６ ２６，８５５ ２６，１０２ ２５，９２８ ２５，２８８ ２４，７５８ ２５，３９５ ２５，５９８ ２５，５３４ ２５，５０８ １，７８９

割合 １００．０ ９７．８ ９７．３ ９８．４ ９５．６ ９５．０ ９２．６ ９０．７ ９３．０ ９３．８ ９３．５ ９３．４ ６．６

山口県
人数 １３，０９８ １２，９２１ １２，５９０ １２，８２８ １２，２２１ １１，９２９ １１，８５７ １１，４０７ １１，５７０ １１，６１３ １１，４６９ １１，３１９ １，７７９

割合 １００．０ ９８．６ ９６．１ ９７．９ ９３．３ ９１．１ ９０．５ ８７．１ ８８．３ ８８．７ ８７．６ ８６．４ １３．６

四国地区
人数 ３７，０２３ ３６，２９５ ３５，６２４ ３５，５４５ ３４，５７８ ３３，８１９ ３３，０７８ ３１，７２７ ３２，３７６ ３２，０９５ ３１，９０１ ３１，３１７ ５，７０６

割合 １００．０ ９５．０ ９６．２ ９６．０ ９３．４ ９１．３ ８９．３ ８５．７ ８７．４ ８６．７ ８６．２ ８４．６ １５．４

徳島県
人数 ７，１５９ ６，９２８ ６，９７３ ６，８７１ ６，５９８ ６，３９４ ６，３２８ ５，９４９ ６，１４０ ５，９９２ ５，９６４ ５，８２２ １，３３７

割合 １００．０ ９６．８ ９７．４ ９６．０ ９２．２ ８９．３ ８８．４ ８３．１ ８５．８ ８３．７ ８３．３ ８１．３ １８．７

香川県
人数 ９，６５２ ９，５６３ ９，５７４ ９，２７５ ９，３１７ ８，９４９ ９，０１４ ８，６０９ ８，６１８ ８，６９３ ８，６７１ ８，４８３ １，１６９

割合 １００．０ ９９．１ ９９．２ ９６．１ ９６．５ ９２．７ ９３．４ ８９．２ ８９．３ ９０．１ ８９．８ ８７．９ １２．１

愛媛県
人数 １３，５８６ １３，１４６ １２，４９２ １２，８７３ １２，４８４ １２，４８２ １１，９３３ １１，４２５ １１，８０４ １１，７８５ １１，５４８ １１，５７９ ２，００７

割合 １００．０ ９６．８ ９１．９ ９４．８ ９１．９ ９１．９ ８７．８ ８４．１ ８６．９ ８６．７ ８５．０ ８５．２ １４．８

高知県
人数 ６，６２６ ６，６５８ ６，５８５ ６，５２６ ６，１７９ ５，９９４ ５，８０３ ５，７４４ ５，８１４ ５，６２５ ５，７１８ ５，４３３ １，１９３

割合 １００．０ １００．５ ９９．４ ９８．５ ９３．３ ９０．５ ８７．６ ８６．７ ８７．７ ８４．９ ８６．３ ８２．０ １８．０

全 国
人数 １，１９８，２９０ １，１７９，１４２ １，１５７，０４０ １，１４８，５５０ １，１２１，９２２ １，１０１，９５６ １，０８０，４８８ １，０４５，４１４ １，０７１，９２６ １，０７３，２１１ １，０６８，０６１ １，０５０，１０７ １４８，１８３

割合 １００．０ ９８．４ ９６．６ ９５．８ ９３．６ ９２．０ ９０．２ ８７．２ ８９．５ ８９．６ ８８．９ ８７．６ １２．４

表1－2 18歳人口予測

（出所）リクルート進学総研マーケットリポート，Vol.43，2017年1月号（http://souken.shingakunet.com）

愛媛大学の入試データ分析からみた県内就職率50％実現の課題
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1．3 中四国の大学進学状況
つぎに中四国の各県の大学進学状況について

みてみよう（表1－3）。
大学進学率は各県とも数ポイント上昇してき

たが（ここでは男女別の数値を掲出していない
が，女子の進学率の上昇によるところが大き
い），絶対数は減少してきた。18歳人口の減少
を補うほど進学率は上昇していない。今後余程
のことがなければ進学率は微増するにしても絶

対数の漸減は避けられない。
中国地区では進学者数および進学率において

広島県，四国地区では徳島県と愛媛県の数値が
高い。また，県内進学率においては広島県と岡
山県，徳島県と愛媛県の数値が高い。県内進学
率はここ10年間の推移では数ポイント漸増傾
向がみられ，おそらく大学進学率の上昇を牽引
してきた女子のそれと相関があると推測され
る。

２００６
（平成１８）

２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４
２０１５

（平成２７）
１０年間の
平均

鳥取県

卒業者数 ６，２４０ ６，０８５ ５，７１９ ５，７５２ ５，７８７ ５，７６８ ５，２９３ ５，４７７ ４，９２２ ５，０５５ ５，６１０

大学進学者数 １，９９２ １，９９２ １，８４３ １，８８４ １，８８９ １，８１９ １，６９２ １，７９４ １，５９２ １，６７３ １，８１７

大学進学率 ３１．９ ３２．７ ３２．２ ３２．８ ３４．４ ３３．３ ３２．０ ３２．８ ３２．３ ３３．１ ３２．８

県内大学進学率 １４．３ １３．２ １３．９ １２．９ １３．５ １４．１ １３．２ １１．９ １１．１ １４．９ １３．３

島根県

卒業者数 ７，７０１ ７，３７１ ７，０２４ ６，８５２ ６，６９７ ６，３６０ ６，５３２ ６，３８４ ６，１８３ ６，１８３ ６，７２９

大学進学者数 ２，６７７ ２，６４５ ２，５３４ ２，５５１ ２，６３８ ２，３７０ ２，５４８ ２，３７８ ２，４０８ ２，３７７ ２，５１３

大学進学率 ３４．８ ３５．９ ３６．１ ３７．２ ３９．４ ３７．３ ３９．０ ３７．２ ３８．９ ３８．４ ３７．４

県内大学進学率 １４．８ １３．９ １５．１ １４．０ １４．６ １６．１ １６．４ １６．６ １５．７ １４．４ １５．２

岡山県

卒業者数 １９，６５７ １８，８２２ １８，０１０ １７，６３７ １７，４３１ １７，４１６ １７，１７７ １７，７２５ １７，０９４ １７，６６６ １７，８６４

大学進学者数 ８，３６５ ８，１３８ ８，０１４ ７，９７６ ８，１６４ ８，０６５ ７，７３９ ７，８９８ ７，６３３ ７，８６８ ７，９８６

大学進学率 ４２．６ ４３．２ ４４．５ ４５．２ ４６．８ ４６．３ ４５．１ ４４．６ ４４．７ ４４．５ ４４．８

県内大学進学率 ３６．８ ３８．３ ３８．７ ４０．２ ４０．９ ４１．４ ４２．４ ４３．７ ４３．０ ４３．３ ４０．９

広島県

卒業者数 ２６，２６２ ２５，９０９ ２４，５８１ ２３，９０８ ２３，７７７ ２３，８６５ ２３，７７２ ２４，１０１ ２３，４０１ ２３，７５８ ２４，３３３

大学進学者数 １２，９１８ １３，４８５ １３，４４８ １３，１２６ １３，１８０ １３，２４０ １２，９８９ １３，２４６ １２，７６６ １３，０７６ １３，１４７

大学進学率 ４９．２ ５２．０ ５４．７ ５４．９ ５５．４ ５５．５ ５４．６ ５５．０ ５４．６ ５５．０ ５４．１

県内大学進学率 ４９．０ ４９．６ ５０．０ ５１．２ ５２．８ ５１．９ ５１．０ ５２．２ ５３．１ ５２．７ ５１．４

山口県

卒業者数 １３，６９６ １３，０２６ １２，５１６ １１，８７６ １１，９９１ １１，８０６ １１，７０１ １１，９２４ １１，３６６ １１，４８８ １２，１３９

大学進学者数 ４，５１０ ４，５３２ ４，４８３ ４，３４７ ４，３７４ ４，２７０ ４，１６６ ４，２２３ ４，０４６ ４，２６２ ４，３２１

大学進学率 ３２．９ ３４．８ ３５．８ ３６．６ ３６．５ ３６．２ ３５．６ ３５．４ ３５．６ ３７．１ ３５．７

県内大学進学率 １９．４ ２０．５ ２０．６ ２１．９ ２３．２ ２３．１ ２３．９ ２４．１ ２４．０ ２４．９ ２２．６

徳島県

卒業者数 ７，７４５ ７，８７９ ７，３７５ ７，０３７ ６，９５５ ６，７８５ ６，６５５ ６，６７２ ６，６１６ ６，４５５ ７，０１７

大学進学者数 ３，２７２ ３，４５６ ３，３５８ ３，４２８ ３，２５４ ３，２５４ ２，９８６ ３，００３ ２，９７６ ２，８５０ ３，１８４

大学進学率 ４２．２ ４３．９ ４５．５ ４８．７ ４６．８ ４８．０ ４４．９ ４５．０ ４５．０ ４４．２ ４５．４

県内大学進学率 ３２．１ ３２．４ ３１．７ ３３．８ ３４．８ ３４．９ ３７．０ ３７．４ ３６．２ ３６．２ ３４．７

香川県

卒業者数 ９，５６７ ９，１２４ ７９２ ８，５９６ ８，４１９ ８，３５９ ８，１２１ ８，５９６ ８，１５４ ８，２６３ ７，７９９

大学進学者数 ３，９０６ ３，８６２ ３，８２３ ３，７０２ ３，６９２ ３，６５８ ３，４１１ ３，６２７ ３，６１７ ３，６３７ ３，６９４

大学進学率 ４０．８ ４２．３ ４３．５ ４３．１ ４３．９ ４３．８ ４２．０ ４２．２ ４４．４ ４４．０ ４３．０

県内大学進学率 １６．４ １６．４ １６．５ １６．５ １７．６ １７．２ １６．３ １７．５ １６．７ １７．７ １６．９

愛媛県

卒業者数 １４，６５９ １４，２３４ １３，４５７ １２，９７０ １２，７８８ １２，７８９ １２，４８６ １２，８１６ １２，１４６ １２，１２３ １３，０４７

大学進学者数 ６，３１４ ６，２６８ ６，１３６ ５，９３３ ５，８８９ ６，０６０ ５，６９５ ５，７４５ ５，４７０ ５，５８０ ５，９０９

大学進学率 ４３．１ ４４．０ ４５．６ ４５．７ ４６．１ ４７．４ ４５．６ ４４．８ ４５．０ ４６．０ ４５．３

県内大学進学率 ３２．１ ３２．６ ３２．１ ３２．６ ３１．５ ３１．８ ３１．６ ３２．４ ３４．０ ３２．６ ３２．３

高知県

卒業者数 ７，４６３ ７，３６５ ６，６２４ ６，９０８ ６，８６３ ６，７４３ ６，７４７ ６，７１５ ６，４１３ ６，２９９ ６，８１４

大学進学者数 ２，５０８ ２，５４９ ２，４３９ ２，４７０ ２，４５５ ２，４５９ ２，４１９ ２，４５４ ２，２７３ ２，４１７ ２，４４４

大学進学率 ３３．６ ３４．６ ３６．８ ３５．８ ３５．８ ３６．５ ３５．９ ３６．５ ３５．４ ３８．４ ３５．９

県内大学進学率 １７．０ １７．６ １９．０ １９．１ １７．７ １８．９ １７．２ １８．９ １８．６ ２０．１ １８．４

表1－3 中四国の進学率・県内大学進学率

（注）①卒業者数：高等学校全日制・定時制の卒業者＋中等教育学校後期課程の修了者数
②大学進学者数：①のうち大学に進学した数
③大学進学率：② ／①×100
④県内大学進学率：①のうち県内の大学に進学した割合

（出所）表1－2と同じ

［愛媛経済論集 第38巻，第1号，2018］
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ここでも後述するように，愛媛大学は，愛媛
県が四国ではもっとも多い高校卒業者数（中四
国では広島県，岡山県に次ぐ），相対的に高い
進学率（中四国では広島県，岡山県，徳島県に
次ぐ），同様に相対的に高い地元進学率（中四国
では広島県，岡山県，徳島県に次ぐ）とによっ
て支えられているといっても過言ではない。

1．4 大学進学時における移動状況
愛媛県を中心に他の都道府県への移動・進学

を分析してみると愛媛県の中四国地区における
影響力の大きさを看取できる（表1－4－1）。地
元進学率が高いのは，広島県（52．1％），岡山県
（44．1％），徳島県（38．1％），愛媛県（32．9％）

であるのにたいし，地元進学率が低いのは，
島根県（14．8％），鳥取県（14．9％），香川県
（17．9％），高知県（20．3％），山口県（23．5％）
であり，自県内の大学数や地理的条件によって
明確な差がある。なかでも島根県は中四国で唯
一自県が進学先一位ではない県である（進学先
第一位は広島県）。これと関連して地元進学を
含めて中四国地区への進学率をまとめると，
広島県（66．8％），岡山県（63．6％），愛媛県
（59．2％），徳島県（58．3％），島根県（54．9％）
となり，この5県が中四国地区への進学が過半
数を超える（表1－4－2）。島根県は地元進学率
が低いにもかかわらず中四国地区への進学が多
いという特徴がある。

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 徳島県 香川県 愛媛県 高知県

１４．９％ ２，１１５ １４．８％ ２，６５０ ４４．１％ ９，１８８ ５２．１％ １４，９８９ ２３．５％ ５，０６９ ３８．１％ ３，３１８ １７．９％ ４，７３３ ３２．９％ ６，３７３ ２０．３％ ２，６８５

（＋１．６）（‐３２）（‐１．１）（＋２０）（＋０．９）（＋３６５）（‐０．４）（＋３１７）（‐３．１）（＋１３６）（＋０．６）（＋７１）（＋０．３）（＋２７２）（＋２．３）（＋７７）（‐０．６）（‐８１）

移

動

先

鳥 取 ３１６ 広 島 ４９４ 岡 山 ４，０５１ 広 島 ７，８１５ 山 口 １，１９２ 徳 島 １，２６３ 香 川 ８４５ 愛 媛 ２，０９５ 高 知 ５４４

大 阪 ２６９ 島 根 ３９１ 大 阪 ６６６ 東 京 ９２３ 福 岡 ９９６ 大 阪 ３１５ 大 阪 ６１９ 広 島 ５７１ 大 阪 ３２８

岡 山 ２２１ 大 阪 ２５１ 兵 庫 ５９８ 岡 山 ９０２ 広 島 ７４８ 兵 庫 ２４７ 岡 山 ５８６ 東 京 ４７７ 東 京 ２６４

京 都 １８３ 岡 山 ２４７ 広 島 ５７６ 大 阪 ８７０ 東 京 ３３５ 京 都 ２３７ 兵 庫 ４６１ 岡 山 ４５０ 兵 庫 ２４５

兵 庫 １８２ 東 京 １７１ 京 都 ５２４ 京 都 ７０４ 大 阪 ２６２ 岡 山 ２０２ 京 都 ４１０ 大 阪 ４４７ 岡 山 ２０４

東 京 １７１ 兵 庫 １７０ 東 京 ５１８ 福 岡 ５５４ 京 都 ２４５ 東 京 ２０１ 東 京 ３８９ 兵 庫 ３１６ 京 都 １９０

広 島 １４４ 京 都 １２１ 香 川 ３７０ 兵 庫 ５２３ 岡 山 ２４１ 香 川 １１９ 広 島 ２７２ 京 都 ２９２ 愛 媛 １４３

島 根 １３９ 福 岡 １１４ 愛 媛 ２０３ 山 口 ４４２ 兵 庫 ２３１ 愛 媛 １１０ 愛 媛 ２４５ 福 岡 １９７ 徳 島 １２５

神奈川 ４７ 鳥 取 １１１ 福 岡 １９８ 愛 媛 ３７６ 神奈川 １０６ 高 知 １０５ 徳 島 １６１ 徳 島 １８４ 香 川 ９２

福 岡 ３７ 山 口 ９０ 高 知 １３９ 神奈川 ２７７ 滋 賀 ５９ 広 島 ９６ 神奈川 ９９ 香 川 １６８ 広 島 ８１

奈 良 ３４ 愛 媛 ５３ 神奈川 １３４ 島 根 ２１６ 宮 崎 ５９ 神奈川 ５２ 高 知 ９８ 神奈川 １５２ 神奈川 ７８

愛 知 ３１ 神奈川 ５０ 島 根 １３３ 滋 賀 １４６ 愛 知 ５５ 愛 知 ４７ 滋 賀 ７３ 高 知 １２２ 愛 知 ５６

山 口 ３０ 奈 良 ３６ 山 口 １２６ 埼 玉 １０５ 千 葉 ５２ 滋 賀 ３６ 愛 知 ６３ 愛 知 １０６ 埼 玉 ５１

愛 媛 ２９ 高 知 ３４ 鳥 取 １２５ 愛 知 １０２ 熊 本 ５２ 福 岡 ３５ 福 岡 ６３ 山 口 １０２ 福 岡 ４５

徳 島 ２６ 滋 賀 ３３ 徳 島 １２５ 千 葉 ９９ 大 分 ４７ 静 岡 ２６ 埼 玉 ４１ 滋 賀 ６８ 千 葉 ４０

滋 賀 ２５ 埼 玉 ２５ 滋 賀 ８６ 高 知 ９０ 愛 媛 ４４ 埼 玉 ２１ 奈 良 ４０ 千 葉 ６３ 滋 賀 ３０

高 知 ２４ 千 葉 ２５ 愛 知 ８５ 鳥 取 ７５ 埼 玉 ４２ 山 梨 ２０ 千 葉 ３４ 大 分 ６３ 奈 良 ２４

千 葉 ２１ 愛 知 ２２ 千 葉 ５６ 香 川 ６８ 島 根 ３４ 奈 良 １９ 山 口 ２５ 島 根 ５１ 北海道 １４

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 徳島県 香川県 愛媛県 高知県

中四国地区への
進学率

４４．６％
（＋１．７）

５４．９％
（‐０．２）

６３．６％
（＋０．２）

６６．８％
（‐０．４）

４５．４％
（‐３．３）

５８．３％
（‐０．９）

４８．０％
（‐０．１）

５９．２％
（＋２．６）

４５．１％
（‐２．７）

中四国地区から
の進学者数

７０６
（＋４３）

９９２
（＋１０）

７，１０４
（＋３０８）

１０，７９７
（＋３３３）

２，０３６
（‐１６７）

１，９４１
（‐９１）

１，７１１
（＋３）

３，２９８
（＋２８１）

１，１６９
（‐１６）

表1－4－1 大学進学時における移動（2017（平成29）年度）

（注）①県名の下の数字は地元進学率（左）と進学者数（右）
②その下の括弧内は前年度比増減（左）と前年度絶対数増減

（出所）文科省学校基本調査平成29年度速報値と同平成28年度確定値

表1－4－2 中四国地区への進学率・中四国地区からの進学者数（2017（平成29）年度）

（出所）表1－4－1と同じ

愛媛大学の入試データ分析からみた県内就職率50％実現の課題

―7―

／◎論集／愛媛大学／２１３３４３－愛媛経済論集３８－１／★論　赤間先生（●～●） 赤間先生 2018.09.18 15.53.28 Page 7(1



愛媛県への進学は各県7位から16位であり，
広島県（376人），香川県（245人），岡山県（203
人），高知県（143人），徳島県（110人），島根
県（53人），山口県（44人），鳥取県（29人）と
続く（表1－4－1）。ここには表出していない中
四国以外も含めた上位県は，広島県（前年度比
＋9人），香川県（同＋24人），岡山県（同＋50
人），高知県（同＋4人），兵庫県（同＋31人），
徳島県（同＋17人）であり，愛媛県への進学
は四国各県と兵庫県を含めた瀬戸内圏の地区
（兵庫県，岡山県，広島県）が多数を占めるこ
とがわかる。
文科省学校基本調査（確定値）からは，進学

者のうち国立大学および私立大学への進学状況
も把握できる。中四国の国立大学は徳島県（徳
島大学と鳴門教育大学）以外は各県1国立大学
なので，この調査の国立大学への進学者数はほ
ぼ中四国の国立大学への進学者数とみなすこと
ができる。10）国立大学への進学者が多いのは，
広島県（3，051人），岡山県（2，413人），愛媛県
（2，014人）の3県である。また，国立大学へ
の進学率が高いのは，鳥取県（36．2％），徳島
県（33．9％），島根県（33．7％），愛媛県（31．9％）
であり，この4県が3割以上の国立大学進学率
上位県である（表1－4－3）。おそらく各県・各
高校の進学指導や各県における大学数などによ
るものと思われるが，これ以上の分析は他日を

期すしかない。
愛媛県は中四国の国立大学への進学者で地元

愛媛県の国立大学（＝愛媛大学）に661人，徳
島県（≒徳島大学）に190人，岡山県（＝岡山
大学）に167人，広島県（＝広島大学）に115
人，香川県（＝香川大学）に95人と地元愛媛
県以外の中四国の4県への進学者数で四国随一
の規模を誇っている。愛媛県の国立大学（＝愛
媛大学）への進学者数が多いのは，地元愛媛県
（661人），広島県（325人），岡山県（109人），
香川県（82人）の各県である。広島県と岡山
県は中四国の国立大学への進学者供給県であ
り，愛媛大学にとっては地元愛媛県はもとより
こうした進学状況の分析にもとづく志願者増に
結びつける入試広報の検討が不可欠であろう。

10）情報開示の観点からは，受験生にすぐ分かるよう
に，入試情報から志願者数，合格者数，入学者数な
どが一覧できるようにすべきである。中四国の国立
大学において，パンフレットなどで志願者数と合格
者数を公表しているが入学者数を公表していない，
大学概要では入学者数を公表しているなど一貫しな
い情報開示が見うけられる。本文で触れたように文
科省学校基本調査（確定値）から各県の国立大学へ
の進学者数（＝入学者数）が把握できるので入学者
数を最初から公表しない理由がない。もちろん学部
毎の入学者数を知るためには大学からの情報開示を
まつしかない。なお，のちに愛媛大学の入学者の出
身県を分析する際には入試データにもとづいてより
正確に把握する。

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 徳島県 香川県 愛媛県 高知県

３６．２％ ７７７ ３３．７％ ８８６ ２７．３％ ２，４１３ ２０．８％ ３，０５１ ２６．７％ １，３２１ ３３．９％ １，１０１ ２５．５％ １，１３８ ３１．９％ ２，０１４ ２２．５％ ６２３

（＋０．５）（‐４） （‐１．２）（‐５４）（‐０．２） （‐４） （‐０．９）（＋１２１）（０．００）（‐２２）（＋２．２）（＋１１５）（‐０．２）（＋１）（＋０．８）（＋８７）（＋１．４）（＋１５）

移

動

先

鳥 取 １８５ 島 根 ２９９ 岡 山 ６９８ 広 島 ７４９ 山 口 ５６１ 徳 島 ４９１ 香 川 ３２８ 愛 媛 ６６１ 高 知 ２７２

島 根 １１７ 鳥 取 ８４ 香 川 ３８１ 愛 媛 ３２５ 福 岡 １４６ 香 川 ８６ 岡 山 １２９ 徳 島 １９０ 岡 山 ４６

岡 山 ７６ 岡 山 ６２ 徳 島 １３１ 山 口 ２８７ 岡 山 ９４ 岡 山 ６９ 徳 島 ９３ 岡 山 １６７ 香 川 ３８

広 島 ４０ 広 島 ６２ 広 島 １１２ 福 岡 ２２１ 広 島 ７９ 高 知 ６６ 愛 媛 ８２ 広 島 １１５ 愛 媛 ３８

東 京 ３５ 山 口 ５３ 愛 媛 １０９ 岡 山 １８７ 東 京 ３９ 広 島 ４８ 広 島 ６６ 香 川 ９５ 大 阪 ２９

大 阪 ３２ 福 岡 ３３ 島 根 １０８ 島 根 １４９ 大 分 ３９ 愛 媛 ４６ 東 京 ５９ 東 京 ７９ 徳 島 ２５

愛 媛 ２３ 東 京 ２４ 大 阪 １０４ 大 阪 １４０ 島 根 ３１ 大 阪 ４１ 高 知 ４４ 大 阪 ７６ 東 京 ２１

福 岡 ２３ 兵 庫 ２３ 鳥 取 ８２ 東 京 １３３ 長 崎 ３０ 兵 庫 ３１ 大 阪 ４３ 福 岡 ７６ 兵 庫 １６

山 口 ２１ 愛 媛 ２３ 福 岡 ８１ 京 都 １２４ 熊 本 ２６ 東 京 ２６ 兵 庫 ３７ 高 知 ６３ 広 島 １６

香 川 ２０ 大 阪 ２２ 高 知 ７３ 兵 庫 ８８ 鹿児島 ２６ 京 都 ２２ 京 都 ３０ 山 口 ５７ 福 岡 １４

表1－4－3 中四国地区の国立大学への進学状況（2016（平成28）年度）

（注）①県名の下の数字は国立大学進学率（左）と国立大学進学者数（右）
②その下の括弧内は前年度比増減（左）と前年度絶対数増減

（出所）文科省学校基本調査平成28年度確定値と同平成27年度確定値

［愛媛経済論集 第38巻，第1号，2018］
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2．愛媛大学の入学状況と県内就職率

2．1 県内進学率と県内就職率
経済環境なかでも大卒労働市場における需給

関係（いわゆる「買い手市場」「売り手市場」）
によって県内就職者数は大きく左右され，県内
就職率も変動する。それでも県内進学者は総じ
て県内就職する率が高い。冒頭で触れたよう
に，第3期中期目標期間（2016（平成28）年
度から2021（平成33）年度）における県内就
職率に対応する入学年度は2013（平成25）年
度から2016（平成28）年度である。COC＋事
業は2014（平成26）年度の県内就職率を基礎
数値としており（表0－1），これに対応する2011
（平成23）年度から2013（平成25）年度まで
の県内入学率との相関を検証してみよう（表2
－1－1）。
愛媛大学の県内就職率は2014（平成26）年

度以降，37．7％→39．6％→40．0％と漸増傾向を
示しており，県内就職者数も537人→555人→
572人と確実に増えている。これに対応する県
内入学率は46．5％→44．2％→42．0％と漸減傾
向にあるなかで愛媛大学における「地域志向
キャリア形成教育」（「愛媛県内就職・定住の促
進プログラム」）が効果を発揮し始めたと理解
すべきかは確証する術はないが，卒業生の「地

元志向」が働いたことは間違いない。
ここから推測できる愛媛大学の県内就職率は

楽観を許さない。来年度以降の卒業者となる
2014（平成26）年度以降の県内入学率が43．3％
→40．5％→41．5％と40％前後になっているか
らである。2011（平成23）年度からの3年間
の県内歩留率（県内就職率／4年前の県内入学
率）11）は，81．1→89．6→95．2と上昇してきた
一方で，COC＋事業の目標値（表0－1）を達成
するためには，計算上では2017（平成29）年
度以降，103．9→117．3→120．2と県内出身者が
全員県内に就職するだけでなく，さらに多くの
県外出身者が県内に就職することでようやく実
現できる数値である。

11）県内出身者がすべて県内就職するわけではないし，
県外出身者がすべて県外就職するわけではない。こ
こでは県内出身者が県内就職することが多いという
相関を一定程度表す指標として使用している。実際
2014（平成26）年度以降の県内就職率・県内就職者
数の増加は県内歩留率の増加と結びついている。ま
た，県外出身者の県内就職者数の増加も要因となっ
ているとみなすことができるだろう。愛媛大学で学
んだ機会を契機に県内就職した卒業生も少なくない。
県外出身者の県内就職に誘うキャリア支援の充実も
県内就職率向上策として重要である。2016（平成28）
年度から実施した「愛媛大学「地域定着促進」特別
奨学金」（愛媛大学校友会の基金による県外出身者対
象の給付型奨学金制度：20人・各20万円）は高く評
価できる。

２０１１
（平成２３）
年度

２０１２
（平成２４）

２０１３
（平成２５）

２０１４
（平成２６）

２０１５
（平成２７）

２０１６
（平成２８）

２０１７
（平成２９）

２０１８
（平成３０）

２０１９
（平成３１）

県内入学率 ４６．５ ４４．２ ４２．０ ４３．３ ４０．５ ４１．５ ３８．３ － －

県内就職率 ３９．０ ３８．７ ３７．３ ３７．７ ３９．６ ４０．０ － － －

県内就職者数 ５０９ ５２２ ５２４ ５３７ ５５５ ５７２ － － －

鳥取大学 島根大学 岡山大学 広島大学 山口大学 徳島大学 香川大学 愛媛大学 高知大学

県内出身者率 １６．４ ２５．０ ３０．８ ３０．６ ２５．５ ３２．６ ２９．１ ３８．６ ２６．３

表2－1－1 愛媛大学の県内入学率・県内就職率・県内就職者数

（出所）県内入学率と県内就職者数は各年度の『愛媛大学概要』，県内就職率は愛媛大学就職支援課作成データ

表2－1－2 国立大学の県内出身率

（出所）各大学の入試データ

愛媛大学の入試データ分析からみた県内就職率50％実現の課題
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ちなみに，愛媛大学は中四国の国立大学では
県内入学率がもっとも高い（表2－1－2）。四国
の国立大学の県内就職率は，香川大学が2014
（平成26）年度：32．6％→2015（平成27）年度：
35．2％→2016（平成28）年度：35．7％，徳島
大学が34．4％→32．0％→32．6％，高知大学が
28．8％→25．5％→28．2％と推移しているのにた
いし，12）愛媛大学の県内入学率の高さが40％前
後の県内就職率を下支えしている。県内就職率
増加はひとり県内出身者の県内就職だけでなく
県外出身者の県内就職にも大きく依存してい
る。

2．2 愛媛大学の入学者の出身県
前項で見たように（表2－1－1），愛媛大学の

県内入学率は2013（平成25）年度から42．0％
→43．3％→40．5％→41．5％→38．3％と推移し，
今年度は2004（平成16）年度の38．5％以来13
年振りに40％を切ったことになる。13）とはい
え，依然愛媛大学の県内出身者率は中四国の国
立大学で最も高く，ふたたび40％台で推移す
る可能性もある。ここではさらに中四国の国立
大学中愛媛大学の入学者の出身県を分析するこ
とで県外出身者の県内就職者数増加の可能性を

探ってみる（表2－2）。
愛媛大学入学者数が100人前後以上は地元愛

媛県に続く広島県，岡山県，兵庫県，香川県で
ある。4県で入学者の36％ほどになり，愛媛
県と合わせると上位5県で4分の3を占め，入
学者の出身県からすれば四国の大学というより
は，瀬戸内圏の大学と言ったほうが近い。卒業
時点での職業選択のひとつに地元就職を考えれ
ば，愛媛県より企業数が多い広島県，岡山県，
兵庫県出身者が地元に帰って就職することも多
い。愛媛大学の卒業生が愛媛県だけでなく広く
県外で活躍する場を見いだすとすれば，地域に
ある大学として誇るべき地域貢献であろう。

2．3 愛媛大学の入学者の県内出身地域
すでに見たように，過去5年間の愛媛大学の

入学者に占める県内出身者の比率は漸減傾向に
ある。愛媛県の場合，三地域で特徴の異なる産
業構造を有している。東予地域は，二次産業が
集積しており，紙産業・金属化学工業・造船業
などを中心に，四国最大の工業地帯を形成して
いる。中予地域は，県都松山市を擁し，行政や
商業の中心地であると同時に，四国最大の観光
地である道後温泉をはじめ，歴史や文学にまつ
わる観光資源が存在するなど，三次産業が主体
となっている。南予地域は，宇和海に面する豊
かな自然環境を活かし，全国一の柑橘生産，海
面養殖による全国有数の水産生産など，一次産
業とその加工産業が基幹となっている。

12）筆者の各大学への聞き取り調査による。
13）詳しくは，赤間（2007）参照。県内出身率が減少
した要因については，入試難易度や国公立大学と私
立大学との併願・専願状況などが複雑に関係し，単
純ではない。

２０１３（平成２５）年度 ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７ ２０１８

愛媛県 ７９７ ８１９ ７６２ ７７２ ７１４ ７５５

広島県 ３５２ ３２１ ３２８ ３４４ ３４１ ３４５

岡山県 １２２ １２０ １２７ １１６ １３９ １１５

香川県 ９４ ８９ １０５ ９２ ９６ １０３

兵庫県 ７４ ６４ ９４ ８１ １０１ ７３

大阪府 ２５ ４６ ３９ ４５ ３６ ５３

徳島県 ７７ ５９ ４５ ５４ ５８ ５２

表2－2 愛媛大学入学者の出身県

（出所）愛媛大学入試データ
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ここではものづくり企業が集積する東予地域
を例として取り出し，愛媛大学入学者数の動向
を見てみよう（表2－3－1および表2－3－2）。
愛媛大学入学者のうち県内出身者が漸減傾向

にあるなかで，東予地域もこの傾向にあり，と
くに際だった入学者数の減少があるとは言えな
い。ただ，東予地域の4市に分けてみると四国
中央市の変動幅の大きさが目立つ。四国中央市
には3県立高校があるだけであり，もともと愛
媛大学への進学者数が4市のなかではもっとも
少ないことが結果している。四国中央市は愛媛

県東端に位置し，香川県と岡山県に近い。地理
的状況も無関係ではないと思われる。

2．4 愛媛大学の県内入学者率（学部別）
愛媛大学の県内入学者率は，学部によって大

きく異なる（表2－4）。SSCは入学者数が少な
いため変動幅が大きい。法文学部，教育学部，
医学部は県内入学者率が高く，愛媛大学全体の
県内入学率を高く保ってきた学部である。昨年
度新設された社会共創学部は「様々な地域社会
の持続可能な発展のために，地域の人達と協働

２０１３（平成２５）年度 ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７（平成２９）年度

東 予 １６２ １５５ １４３ １５７ １３２

中南予 ６３５ ６６４ ６１９ ６１５ ５８２

県 外 １，０７４ １，０４１ １，１０６ １，０７０ １，１３４

２０１３（平成２５）年度 ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７（平成２９）年度

今 治 市 ６１ ５６ ７９ ６２ ５７

西 条 市 ４８ ３４ ２５ ３１ ２８

新 居 浜 市 ３３ ４２ ３０ ３７ ３５

四国中央市 ２０ ２３ ９ ２７ １２

２０１３（平成２５）年度 ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７ ２０１８

法文 ５２．７ ５４．０ ５３．７ ５１．３ ４７．０ ５３．１

教育 ５０．４ ５６．９ ４７．６ ５３．２ ４６．７ ４７．３

理 ２８．７ ２９．７ ２３．２ ２３．５ ２４．５ ２５．９

医 ５３．８ ５５．７ ５７．６ ５７．０ ４９．１ ５１．５

工 ３１．３ ３０．８ ２８．８ ３１．７ ２７．６ ２８．８＊

農 ４２．１ ４４．０ ３５．５ ３３．０ ２９．４ ３２．０

SSC ５０．０ ３３．３ ４６．２ ３６．４ ２３．１ ０．０

社会共創 ５７．６ ６２．０ ６０．７

愛媛大学全体 ４２．６ ４４．０ ４０．８ ４１．９ ３８．６ ４０．９

表2－3－1 愛媛大学の県内出身者の地域

（出所）愛媛大学入試データ

表2－3－2 愛媛大学入学者（東予地域）

（出所）愛媛大学入試データ

表2－4 愛媛大学の県内入学者率（学部別）

* 広島県29．6
（注）塗りつぶし欄は40％以上を示す
（出所）愛媛大学入試データ

愛媛大学の入試データ分析からみた県内就職率50％実現の課題
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しながら，課題解決策を企画・立案することが
でき，地域社会を価値創造へと導く力を備えた
人材を育成します」と学部理念に掲げており，
既存学部以上に「地域」を志向した学部づくり
をしている。県内入学者率は57．6％，62．0％
と高く，これまでにどの学部も実現したことが
ない高率である。
にもかかわらず，理学部と工学部はもともと

高くても30％だった県内入学者率が20％台に
なり，またもともと40％以上と高かった農学
部が10％以上も低まり20％台に低下した。

3．まとめに代えて

以上，中四国の国立大学と愛媛大学の入試デ
ータを中心に分析してきた。愛媛大学は県内出
身率が高く，瀬戸内圏出身者が多く，学部によっ
て大きく県内出身率が異なることがあらためて
明らかとなった。また，県内出身率が高ければ
県内就職率も高いが，さらに県内就職率を高く
するには県外出身者の選択が鍵を握っている。
そのうえで県内就職率の数値目標には隠され

た意味がある。①愛媛大学はいうまでもなく県
内出身者数が多く，その比率も高いが，瀬戸内
圏出身者が多い。彼らが卒業時に地元に帰る選
択をした場合，県内就職率には計算されず，愛
媛大学における地元志向キャリア教育の成果が
ごく狭い県内就職率に矮小化されてしまう可能
性がある。COC＋事業の中四国ブロック14）で
はすでにこの問題意識から地域への就職率を共
有することを始めている。②愛媛大学の戦略と
して県内就職率を50％にする目標を掲げてい
る。県内出身率と県内就職率とは一定の相関が
あり，そうであれば県内就職率を高めるために
は県内出身率を高める入試戦略が欠かせない。
県内就職率を高めるという目標を担保する大学

全体の取組を筆者はまだ見出せずにいる。
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集中が招く人口急減――』中公新書
・増田寛也・冨山和彦著（2015）『地方消滅 創生
戦略篇』中公新書
・松永桂子著（2015）『ローカル志向の時代――
働き方，産業，経済を考えるヒント――』光文社
新書
・藻谷浩介・NHK広島取材班著（2014）『里山資本
主義――日本経済は「安心の原理」で動く――』
角川 oneテーマ21
・山下裕介著（2014）『地方消滅の罠――「増田レ
ポート」と人口減少社会の正体――』ちくま新書
・吉川洋著（2016）『人口と日本経済――長寿，
イノベーション，経済成長――』中公新書

14）中四国の代表大学は，鳥取大学，島根大学，岡山
県立大学，広島市立大学，山口大学，徳島大学，香
川大学，高知大学，愛媛大学の9大学である。参加
大学については注3）のパンフレット参照。
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